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研究成果の概要（和文）：全国の地域包括支援センターと居宅介護支援事業所を対象とし、926事業所を利用している
在宅介護家族の災害時の健康管理支援体制に関する実態と課題を明らかにした。A市内の訪問サービスと通所サービス
の全ての事業所を対象とし、72事業所の利用者の個別災害時健康管理支援の計画と、災害時の連携と役割について分析
した。以上の結果より、要支援者と要介護者の災害の備えを進めていくためには、行政、在宅関連施設、および地域住
民とともに進めていく必要性が示唆された。
学生も含めた在宅医療職の防災ネットワークをつくるため、在宅介護家族の災害時健康管理支援に関する共同学習会を
3回行った。さらに地域住民に防災健康教育を行った。

研究成果の概要（英文）：Among 926 Community General Support Centers and Home Care Support Offices in 
Japan, we investigated the current status and issues concerning health management support systems to be 
used in disaster situations for home-based patients and their families. We focused on 72 facilities 
providing home-visit care and day care services, and analyzed individual health management support 
programs to be used in disaster situations, as well as cooperation and roles required during a disaster. 
The results showed that cooperation among the government, home-based care facilities, and community 
residents is necessary for disaster preparedness for individuals requiring support or care.
We held three joint workshops on health management support to be provided in disaster situations for 
patients and their families to build a disaster prevention network for home care workers and students. We 
also provided community residents with disaster prevention and health care education.
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１．研究開始当初の背景 
 国内外において災害が多発しており、在宅
で生活している療養者と要介護高齢者、その
介護家族が在宅生活を安心して続けていく
ためには、平常時から居住地域に適した災害
時の健康管理支援のシステムを構築してお
くことが必要である。在宅介護家族に対する
災害時の健康管理の支援体制に関する調査
はこれまでほとんど行われていないため、全
国の支援体制の実態は明らかでない。在宅介
護家族に対して、被災時を想定した健康管理
の支援体制は不十分であることが予想され
る。 
 
２．研究の目的 
(1)全国の地域包括支援センターと居宅介護
支援事業所を対象とし、在宅療養者と介護家
族の災害時における健康管理支援体制に関
する全国の実態と今後の課題を明らかにし
た。また、地域別に調査結果を比較分析し、
各地方の健康管理支援体制の特徴を明らか
にした。 
 
(2)全国の在宅介護家族の支援体制の実態を
踏まえて、石川県 A 市内の全ての地域包括支
援センター、居宅介護支援事業所、訪問サー
ビス施設、通所サービス施設など在宅関連施
設を対象とし、各施設の災害時健康管理支援
の計画と連携を明らかにし、災害時の各施設
の機能と役割について分析した。 
 
(3)以上の分析結果をもとにして、効果的お
よび効率的な利用者の災害健康管理支援の
モデルシステム構築に向けて、在宅医療職の
防災ネットワークをつくった。ネットワーク
には在宅関連施設に加え、大学看護教員と看
護学生・大学院生も参加して、災害時の在宅
看護ボランテイア人材養成も図った。また、
近隣の地域住民にも災害時の共助と自身の
健康管理に関する防災健康教育を行い、災害
時の健康支援ボランテイア人材養成も図った。 
 
(4)本研究成果を随時公表して、国内外の在
宅介護家族の災害に備えた健康管理支援の
向上に役立てていくことを目指した。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、以下の 4 段階で行った。 
(1)在宅介護家族の災害時健康管理支援体制
の全国調査を行った。調査対象は、47 都道府
県の全地域包括支援センター（以下、包括）
と全居宅介護支援事業所（居宅）から、地域
別層化無作為抽出法および利用者数の比率
に応じて包括 1485 と居宅 3441 の計 4926 事
業所を抽出した。それぞれを利用している在
宅介護家族に関する災害時の健康管理支援
体制について、郵送法で無記名自記式半構成
的質問紙調査を実施した。調査は金沢大学医
学倫理審査委員会の承認を得て実施した。調
査への参加は施設の自由意思であり、調査用

紙の記載と返送をもって参加同意を得たと
判断した。調査内容は利用者・災害時要援護
者（要援護者）の支援状況、地域の支援体制、
利用者自身の備えと地域住民の協力につい
てである。 
 
(2)全国の在宅介護家族の災害時の支援体制
の分析結果を基にして、地域包括支援センタ
ー、居宅介護支援事業所、訪問・通所サービ
ス施設において、在宅介護家族に対する災害
時の健康管理支援の計画と連携に関する調
査を実施した。調査対象は、A市内全ての 482
在宅関連施設とした。郵送法で無記名自記式
半構成的質問紙調査を実施した。調査は金沢
大学医学倫理審査委員会の承認を得て実施
した。調査への参加は施設の自由意思であり、
調査用紙の記載と返送をもって参加同意を
得たと判断した。調査内容は災害時の個別支
援計画、施設や地域との連携についてである。 
 
(3)在宅介護家族の災害時健康管理支援のモ
デルシステムの構築を目指して、A 市近郊の
在宅関連施設・大学看護教員・看護学生・大
学院生に防災ネットワークづくりへの参加
を公募して、これまでに 3回の共同学習会を
実施した。今後も継続して開催し、災害時に
も役立つ平常時からの連携と備えを深めて
いく予定である。 
また、A 市内の地域サロン、町会、公民館

等、および通所介護施設に協力を得て、地域
住民に対して災害時の共助と災害に備えた
自身の健康管理に関する教育を行った。その
うちの在宅介護家族 43 世帯と地域住民 62 名
を調査対象とし、備えの実態調査、および防
災健康教育を行って効果を分析した。教育前
後に連結可能匿名化による自記式質問紙調
査を実施した。研究参加は本人の自由意思で
あり、文書で参加同意を確認した。本調査は
基盤研究(C)25463618（研究代表者 金沢大
学・京田薫）と共同で行い、金沢大学医学倫
理審査委員会の承認を得て行った。本研究は
現在も継続中であり、今後も対象を増やして
防災健康教育を実施していく予定である。 
さらに、在宅療養者と家族とケア支援者が

共同で災害に備えることを目的とした「金沢
高知式災害備えチェックシート」を開発し、
普及を目指しているところである。本チェッ
クシートの開発は挑戦的萌芽研究 26670940
（研究代表者 金沢医科大学・中井寿雄）と
共同で行い、金沢大学医学倫理審査委員会と
金沢医科大学疫学倫理審査委員会の承認を
得て実施している。本研究は現在も継続中で
あり、本チェックシートは施設または家庭に
常備し、ケアプランの更新時などに合わせて
最新の災害の備えに関する情報を記載する
などして、組織的に活用していくことを目指
している。 
 
(4)これまでの在宅介護家族の災害時健康管
理支援の研究成果を公表して、在宅介護家族



 

 

の災害時健康管理支援システムの発展と普
及を目指した。 
包括と居宅の全国調査、A 市内の在宅関連

施設の調査結果は、それぞれ調査報告書を作
成し、研究参加施設や主要な在宅関連施設に
配布した。防災ネットワークづくりを目指し
た共同学習会において、以上の調査結果を発
表した。研究結果の一部を、研究代表者のホ
ームページに随時更新して掲載している。今
後も、国内外の専門学会および専門雑誌に研
究結果を公表し、研究成果の普及を図る。 
 
４．研究成果 
(1) 在宅介護家族の災害時健康管理支援体

制の全国の実態と地域の特徴 
 包括 307（直営 92・委託 215）と居宅 619
事業所から有効回答を得た（回収率 18.8%）。  
地域で多発している災害は地震 79.4%、台

風 62.7%の順で多かった。一事業所の平均利
用者数は 111 名で、要援護者は利用者中の
47.0%を占めた。要援護者リストが無い事業
所は 43.7%、避難支援者が明確でない事業所
は約 45%だった。個別の災害時支援計画を策
定しているのは 21.1%、防災指導をしている
のは 26.3%、防災訓練をしているのは 18.1%
であり、必要性はあるが実施できていないと
回答した事業所が 79.5%と多かった。地域の
支援体制があまり確立していないと考えて
いる事業所は 57.6%であり、統計的に有意な
違いではないものの、地方別に特徴がみられ
た（図 1）。被災時に調達が困難なものとして
腹膜透析やインシュリン注射、災害時に確保
が困難なものとして電源や職員の移動手段、
災害情報に関する課題として情報の取扱い
に関する地域内のコンセンサスや伝達体制
の確立等を半数以上の事業所が挙げていた。
ほとんどの利用者が避難に不安があると回
答した事業所が 63.9%、ほとんどの利用者の
備えが不十分であると回答した事業所が
58.8%だった。地域住民の要援護者への避難
支援活動がまあまあ積極的であると考えて
いる事業所が 30.2%だった。 
以上より、要支援・要介護高齢者の災害の

備えを進めていくには、本人と一事業所の対
応では困難であり、行政、関連施設、地域住
民とともに進めていく必要性が示唆された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 1 地方 8 区分別にみた地域の支援体制 

 
(2)在宅関連施設の災害時健康管理支援の計 

画と連携の実態と各施設の機能と役割 
 72 事業所から有効回答を得た（回収率
14.9%）。 
 災害に備えた個別支援計画の必要性につ
いて、半数以上が、ほとんどの利用者に必要
であると考えていた（図 2、3）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 2 災害時の個別支援計画の必要性 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 3 災害時の個別支援計画の記録と検討会 
 
連携について、災害時だけでなく、平常時

からの課題も示された（図 4、5）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 4 他事業所との連携 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 5 町会・民生委員との連携 



 

 

フエイズごとに、支援者と対応の可能性に
ついて調査し、実際の対応は難しいという危
険性が示された（図 6、7）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 6 安否確認に関する支援者と対応の可否 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 7 避難支援に関する支援者と対応の可否 
 
(3)在宅医療職の防災ネットワークづくりと
防災健康教育 

 在宅介護家族の防災支援に関する共同学
習会を 3 回開催した。A 市近郊の様々な在宅
関連施設の多職種が参加し、公開講演会、研
究発表会、意見交換などを行った。 

 
A 市内の地域サロン、町会、健康教室の参

加者、および通所介護施設の利用者を対象に
して、教員、学生、大学院生が、災害に備え
て普段からの歩行、脱水予防、服薬管理の大
切さや、被災時に生じやすい健康障害の予防
策などに関する個別健康教育、避難所体験、
非常食の試食などを行った。 
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